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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので，提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

２．売上高には，消費税等は含まれていない。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については，潜在株式が存在せず，また，１株当たり四半

期（当期）純損失であるため記載していない。 

回次 
第85期 

第２四半期連結
累計期間 

第85期 
第２四半期連結

会計期間 
第84期 

会計期間 

平成20年 
４月１日から 
平成20年 
９月30日まで 

平成20年 
７月１日から 
平成20年 
９月30日まで 

平成19年 
４月１日から 
平成20年 
３月31日まで 

売上高 百万円 2,870,229 1,550,783 5,479,380 

経常利益又は経常損失
（△） 

〃 △164,474 △48,222 33,132 

四半期（当期）純損失
（△） 

〃 △109,366 △33,127 △150,108 

純資産額 〃 － 2,531,362 2,695,455 

総資産額 〃 － 13,678,917 13,679,055 

１株当たり純資産額 円 － 1,845.04 1,967.03 

１株当たり四半期 
（当期）純損失（△） 

〃 △81.07 △24.56 △111.26 

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益 

〃 － － － 

自己資本比率 ％ － 18.2 19.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 154,702 － 509,890 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 △333,120 － △686,284 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

〃 193,072 － 188,237 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

〃 － 138,422 125,147 

従業員数 人 － 52,848 52,319 
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２【事業の内容】 

 当第２四半期連結会計期間において，当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について，重要な変更はない。ま

た，主要な関係会社に異動はない。 

３【関係会社の状況】 

 当第２四半期連結会計期間において，重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 「従業員数」は就業人員数（出向人員等を除く）であり，臨時従業員数は〔 〕内に当第２四半期連結会計期

間の平均人員を外数で記載している。  

(2）提出会社の状況 

 （注） 「従業員数」は就業人員数であり，出向人員等1,972人は含まない。 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 52,848〔5,939〕 

平成20年９月30日現在

従業員数（人） 36,260   
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第２【事業の状況】 

１【生産及び販売の状況】 

 連結会社においては，電気事業が事業の大半を占めており，また，電気事業以外のセグメントの製品・サービ

スは多種多様であり，受注生産形態をとらない製品も少なくないため，これらのセグメントについては生産規模

等を金額あるいは数量で示すことはしていない。 

 このため，生産及び販売の状況については，電気事業のみを記載している。 

 なお，電気事業については，販売電力量を四半期ごとに比較すると，第１四半期・第３四半期と比べて，第２

四半期・第４四半期の販売電力量は，冷暖房需要により増加し，相対的に高水準となる。 

(1）需給実績 

 （注）１．連結会社の水力発電電力量には，東京発電㈱からの受電電力量263百万ｋＷｈが含まれている。 

２．他社受電電力量及び融通電力量の上段は受電電力量，下段は送電電力量を示す。 

３．揚水発電所の揚水用電力量とは，貯水池運営のための揚水用に使用する電力である。 

４．販売電力量の中には，自社事業用電力量（平成20年度第２四半期120百万ｋＷｈ）を含んでいる。 

５．平成20年度第２四半期出水率は，昭和52年度第２四半期から平成18年度第２四半期までの第２四半期の

30か年平均に対する比である。 

(2）販売実績 

① 契約高 

 （注） 電力には，特定規模需要は含まれていない。 

種別 平成20年度第２四半期 

発 
受 
電 
電 
力 
量 

連 
結 
会 
社 

水力発電電力量（百万ｋＷｈ） 3,482 

火力発電電力量（百万ｋＷｈ） 48,418 

原子力発電電力量（百万ｋＷｈ） 18,998 

他社受電電力量（百万ｋＷｈ） 
14,188 

△1,062

融通電力量（百万ｋＷｈ） 
6,382 

△3,335

揚水発電所の揚水用電力量（百万ｋＷｈ） △740 

合計（百万ｋＷｈ） 86,331 

総合損失電力量（百万ｋＷｈ） 7,298 

販売電力量（百万ｋＷｈ） 79,033 

出水率（％） 98.5 

種別 平成20年9月30日現在 

契約口数 

電灯 26,214,921 

電力 2,290,977 

計 28,505,898 

契約電力（千ｋＷ） 

電灯 91,615 

電力 15,799 

計 107,415 
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② 販売電力量 

③ 料金収入 

 （注）１．電力には，特定規模需要を含む。 

２．上記料金収入には消費税等は含まれていない。 

種別 
平成20年度第２四半期 

（百万ｋＷｈ） 

特 

定 

規 

模 

需 

要 

以 

外 

の 

需 

要 

電 

灯 

定額電灯 54 

従量電灯Ａ・Ｂ 17,660 

従量電灯Ｃ 3,813 

その他 2,678 

計 24,205 

電 

力 

低圧電力 3,205 

その他 475 

計 3,680 

電灯電力合計 27,885 

特定規模需要 51,148 

電灯電力・特定規模合計 79,033 

他社販売 1,021 

融通 3,335 

種別 
平成20年度第２四半期 

（百万円） 

電灯 554,445 

電力 842,015 

電灯電力合計 1,396,460 

他社販売 11,406 

融通 33,367 
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④ 産業別（大口電力）需要実績 

種別 

平成20年度第２四半期 

販売電力量 

（百万ｋＷｈ） 

鉱 

工 

業 

鉱業 40 

製 

造 

業 

食料品 1,616 

繊維工業 27 

パルプ・紙・紙加工品 672 

化学工業 2,734 

石油製品・石炭製品 145 

ゴム製品 222 

窯業土石 724 

鉄鋼業 1,982 

非鉄金属 1,197 

機械器具 5,553 

その他 2,958 

計 17,830 

計 17,870 

そ 

の 

他 

鉄道業 1,883 

その他 3,774 

計 5,656 

合計 23,526 
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(3）電気料金 

 当社は，平成20年７月28日，経済産業大臣に電気料金等の見直しに関わる電気供給約款等の変更を届出し，

平成20年９月１日から実施した。 

 主要契約種別の電気料金は下記のとおりである。 

電気料金表（電気供給約款） 

  単位 料金単価（円）

定 

額 

電 

灯 

需要家料金 １契約  １か月につき   52.50 

電 

灯 

料 

金 

20Ｗまで １灯   １か月につき 121.26 

20Ｗ超過   40Ｗまで 〃 196.31 

40Ｗ 〃    60Ｗ 〃 〃  270.33 

60Ｗ 〃   100Ｗ 〃 〃  419.40 

100Ｗ 〃   100Ｗまでを増すごとに 〃 419.40 

小 
型 
機 
器 
料 
金 

50ＶＡまで １機器  １か月につき 196.49 

50ＶＡ超過 100ＶＡまで 〃 305.84 

100ＶＡ 〃  100ＶＡまでを増すごとに 〃 305.84 

従 

量 

電 

灯 

Ａ 
最低料金 １か月８ｋＷｈまで 216.30 

電力量料金 上記超過１ｋＷｈにつき 17.87 

Ｂ 

基 

本 

料 

金 

10Ａ １契約  １か月につき 273.00 

15Ａ 〃 409.50 

20Ａ 〃 546.00 

30Ａ 〃 819.00 

40Ａ 〃 1,092.00 

50Ａ 〃 1,365.00 

60Ａ 〃 1,638.00 

電 
力 
量 
料 
金 

最初の120ｋＷｈまで １ｋＷｈにつき 17.87 

120ｋＷｈ超過 300ｋＷｈまで 〃 22.86 

300ｋＷｈ超過 〃 24.13 

最低月額料金 １契約  １か月につき 216.30 

Ｃ 

基本料金 １ｋＶＡ １か月につき 273.00 

電 
力 
量 
料 
金 

最初の120ｋＷｈまで １ｋＷｈにつき 17.87 

120ｋＷｈ超過 300ｋＷｈまで 〃 22.86 

300ｋＷｈ超過 〃 24.13 
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 （注）１．上記契約種別のほか，臨時電灯，臨時電力，農事用電力がある。 

２．料金単価欄の「夏季」とは毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは毎年10月１

日から翌年の６月30日までの期間をいう。 

３．原油・ＬＮＧ（液化天然ガス）・石炭などの燃料価格の変動に応じ四半期毎に自動的に料金を調整する

燃料費調整制度が導入されている。なお，燃料費調整単価の算定方法は，「〔参考〕燃料費調整」に記

載している。 

  単位 料金単価（円）

公 

衆 

街 

路 

灯 

Ａ 

需要家料金 １契約  １か月につき 47.25 

電 

灯 

料 

金 

20Ｗまで １灯   １か月につき 108.66 

20Ｗ超過   40Ｗまで 〃 175.31 

40Ｗ 〃    60Ｗ 〃 〃 243.03 

60Ｗ 〃   100Ｗ 〃 〃 376.35 

100Ｗ 〃   100Ｗまでを増すごとに 〃 376.35 

小 
型 
機 
器 
料 
金 

50ＶＡまで １機器  １か月につき 176.54 

50ＶＡ超過 100ＶＡまで 〃 270.14 

100ＶＡ 〃  100ＶＡまでを増すごとに 〃 270.14 

Ｂ 

基本料金 １ｋＶＡ １か月につき 246.75 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 16.73 

最低月額料金 １契約  １か月につき 195.30 

低 
圧 
電 
力 

基本料金 １ｋＷ  １か月につき 1,071.00 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 
夏季 

13.20 

その他季 

12.16 
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 また，当社は効率的な事業運営に資する料金制度として選択約款を設定しており，それらのうち，主要な選

択約款の電気料金は下記のとおりである。 

電気料金表（主要な選択約款） 

  単位 料金単価（円）

時 
間 
帯 
別 
電 
灯 
  

夜 
間 
８ 
時 
間 
型 

基本料金 

６ｋＶＡまで  １契約     １か月につき 1,260.00 

６ｋＶＡ超過 
１契約につき最初の10ｋＶＡまで   １か月につき 2,100.00 

10ｋＶＡをこえる１ｋＶＡ      １か月につき 273.00 

電 
力 
量 
料 
金 

昼 
間 
時 
間 

最初の90ｋＷｈまで １ｋＷｈにつき 21.87 

90ｋＷｈ超過 230ｋＷｈまで     〃 28.07 

230ｋＷｈ超過     〃 29.64 

夜間時間     〃 9.17 

５時間通電機器割引額 
５時間通電機器の総容量      １ｋＶＡ 

１か月につき 
241.50 

通電制御型夜間蓄熱式機器

割引額 
通電制御型夜間蓄熱式機器の総容量     〃 136.50 

最低月額料金 １契約     １か月につき 306.60 

時 
間 
帯 
別 
電 
灯 
  

夜 
間 
10 
時 
間 
型 

基本料金 

６ｋＶＡまで  １契約     １か月につき 1,260.00 

６ｋＶＡ超過 
１契約につき最初の10ｋＶＡまで   １か月につき 2,100.00 

10ｋＶＡをこえる１ｋＶＡ      １か月につき 273.00 

電 
力 
量 
料 
金 

昼 
間 
時 
間 

最初の80ｋＷｈまで １ｋＷｈにつき 23.87 

80ｋＷｈ超過 200ｋＷｈまで     〃 30.74 

200ｋＷｈ超過     〃 32.48 

夜間時間     〃 9.48 

８時間通電機器割引額 
８時間通電機器の総容量      １ｋＶＡ 

１か月につき 
42.00 

５時間通電機器割引額 ５時間通電機器の総容量          〃 283.50 

通電制御型夜間蓄熱式機器

割引額 
通電制御型夜間蓄熱式機器の総容量     〃 178.50 

最低月額料金 １契約     １か月につき   306.60 
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 （注）１．料金単価欄の「夏季」とは毎年７月１日から９月30日までの期間をいい，「その他季」とは毎年10月１

日から翌年の６月30日までの期間をいう。 

２．時間帯別電灯［夜間８時間型］における「昼間時間」とは毎日午前７時から午後11時までの時間をい

い，「夜間時間」とは「昼間時間」以外の時間をいう。 

３．時間帯別電灯［夜間10時間型］における「昼間時間」とは毎日午前８時から午後10時までの時間をい

い，「夜間時間」とは「昼間時間」以外の時間をいう。 

  単位 料金単価（円）

季 

節 

別 

時 

間 

帯 

別 

電 

灯 

基本料

金  

６ｋＶＡまで  １契約    １か月につき 1,260.00 

６ｋＶＡ超過 
１契約につき最初の10ｋＶＡまで    １か月につき 2,100.00 

10ｋＶＡをこえる１ｋＶＡ          １か月につき 273.00 

電力量 

料金 

ピーク時間 
夏季 １ｋＷｈにつき 33.37 

その他季     〃 28.28 

オフピーク時間     〃 23.13 

夜間時間     〃 9.17 

５時間通電機器割引額 
５時間通電機器の総容量      １ｋＶＡ 

１か月につき 
241.50 

通電制御型夜間蓄熱式機

器割引額 
通電制御型夜間蓄熱式機器の総容量     〃 136.50 

全電化住宅割引 電力量料金（夏季のピーク時間を除く） ５％割引 

最低月額料金 １契約     １か月につき 306.60 

低 
圧 
高 
負 
荷 
契 
約 

基本料金 １ｋＷ     １か月につき 1,260.00 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 
夏季 

15.05 
その他季

13.84 

深 

夜 

電 

力 

Ａ １契約     １か月につき 1,127.28 

Ｂ 

基本料金 １ｋＷ     １か月につき 315.00 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 9.17 

通電制御型夜間蓄熱式機器 15％割引 

第 
２ 
深 
夜 
電 
力 

基本料金 １ｋＷ     １か月につき 210.00 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 8.22 

融 
雪 
用 
電 
力 

基本料金 

契約使用期間の最初の

３か月まで 
１ｋＷ     １か月につき 2,005.50 

３か月超過  〃 477.75 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 11.79 
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４．季節別時間帯別電灯における「ピーク時間」とは毎日午前10時から午後５時までの時間をいい，「オフ

ピーク時間」とは毎日午前７時から午前10時までの時間および午後５時から午後11時までの時間をい

う。また，「夜間時間」とは「ピーク時間」および「オフピーク時間」以外の時間をいう。 

５．季節別時間帯別電灯における全電化住宅割引は，１か月につき2,100円を上限額とする。 

６．原油・ＬＮＧ（液化天然ガス）・石炭などの燃料価格の変動に応じ四半期毎に自動的に料金を調整する

燃料費調整制度が導入されている。なお，燃料費調整単価の算定方法は，「〔参考〕燃料費調整」に記

載している。 

〔参考〕燃料費調整 

電気供給約款および選択約款における燃料費調整 

ａ．燃料費調整単価の算定方法 

 （注） 平成21年１月分から３月分の燃料費調整について，経済産業省より，安定供給と経営の健全性の確保を前

提に，消費者の視点に立った激変緩和措置について前向きに対応するよう要請があったことから，10月31

日に特別措置の認可申請を行い，10月31日に認可を受けた。これにより，平成21年１月分から３月分の燃

料費調整単価については，現行制度にもとづいて算定した燃料費調整単価を50％程度に低減する。また，

平成21年４月分から６月分，７月分から９月分，10月分から12月分および平成22年１月分から３月分の各

四半期の燃料費調整単価については，低減分の四分の一相当をそれぞれ加算する。 

ｂ．基準単価 

 （注） 定額制供給についても，同様に基準単価がある。 

平均燃料価格の範囲 燃料費調整単価の算定方法 

40,600円／klを下回る場合 （42,700円－平均燃料価格）×基準単価／1,000 

40,600円／kl以上，かつ，44,800円／kl以下の場合 調整を実施しない 

44,800円／klを上回り，かつ，64,100円／kl以下の場合 （平均燃料価格－42,700円）×基準単価／1,000 

64,100円／klを上回る場合 （64,100円－42,700円）×基準単価／1,000 

  単位 基準単価 

従量制 １ｋＷｈにつき 19銭０厘 
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(4）託送供給料金 

 当社は，平成20年７月22日，経済産業大臣に託送供給に係る料金等の見直しに関わる託送供給約款の変更を

届出し，平成20年９月１日から実施した。 

 託送供給料金は下記のとおりである。 

 （注）１．時間帯別接続送電サービスにおける「昼間時間」とは毎日午前８時から午後10時までの時間をいい，

「夜間時間」とは「昼間時間」以外の時間をいう。ただし，日曜日，祝日（「国民の祝日に関する法

律」に規定する休日）および１月２日・３日，４月30日，５月１日・２日，12月30日・31日は全日「夜

間時間」扱いとする。 

２．負荷変動対応電力における「夏季昼間時間」とは毎年７月１日から９月30日までの毎日午前８時から午

後10時までの時間をいい，「その他季昼間時間」とは毎年10月１日から翌年の６月30日までの毎日午前

８時から午後10時までの時間をいい，「夜間時間」とは「夏季昼間時間」および「その他季昼間時間」

以外の時間をいう。ただし，日曜日，祝日（「国民の祝日に関する法律」に規定する休日）および１月

２日・３日，４月30日，５月１日・２日，12月30日・31日は全日「夜間時間」扱いとする。 

３．原油・ＬＮＧ（液化天然ガス）・石炭などの燃料価格の変動に応じ四半期毎に自動的に料金を調整する

燃料費調整制度が導入されている。 

託送供給料金表（託送供給約款） 

            単位 料金単価（円） 

接続送電 

サービス 

標準接続

送電サー

ビス 

高 

圧 

基本料金 １ｋＷ １か月につき 577.50 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 2.47 

特 
別 
高 
圧 

基本料金 １ｋＷ １か月につき 393.75 

電力量料金 １ｋＷｈにつき 1.34 

時間帯別

接続送電

サービス 

高 

圧 

基本料金 １ｋＷ １か月につき 577.50 

電力量料金 
昼間時間 １ｋＷｈにつき 2.73 

夜間時間 〃 2.13 

特 
別 
高 
圧 

基本料金 １ｋＷ １か月につき 393.75 

電力量料金 
昼間時間 １ｋＷｈにつき 1.46 

夜間時間 〃 1.20 

近接性評価割引額 〃 0.30 

ピークシフト割引額 
高圧 １ｋＷ １か月につき 491.40 

特別高圧 〃 334.95 

予備送電 

サービス 

予備送電サービスＡ 
高圧 〃 73.50 

特別高圧 〃 63.00 

予備送電サービスＢ 
高圧 〃 94.50 

特別高圧 〃 84.00 

負荷変動

対応電力 

変動範囲内電力 １ｋＷｈにつき 11.66 

変動範囲超過電力 

夏季昼間時間 〃 40.69 

その他季昼間

時間 
〃 35.50 

夜間時間 〃 32.42 
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２【経営上の重要な契約等】 

 該当事項なし。 

３【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間の売上高は１兆5,507億円，経常収益は１兆5,702億円となった。一方，経常費用

は１兆6,184億円となり，その結果，経常損益は482億円の損失，四半期純損益は331億円の損失となった。 

 なお，電気事業については，売上高において販売電力量を四半期ごとに比較すると，第１四半期・第３四半

期と比べて，第２四半期・第４四半期の販売電力量は，冷暖房需要により増加し，相対的に高水準となる。ま

た，第２四半期は，夏季のピーク需要に対応する供給コストの上昇を反映した夏季料金（７月１日から９月30

日まで）を設定しており，売上高に季節的変動がある。 

 また，当第２四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績（セグメント間の内部取引消去

前）は次のとおりである。 

［電気事業］ 

 販売電力量については，790億ｋＷｈとなった。内訳としては，電灯は242億ｋＷｈ，電力は37億ｋＷｈ，特

定規模需要は511億ｋＷｈとなった。 

 収支の状況については，収入面では，電気料収入は１兆3,964億円となった。これに地帯間販売電力料や他

社販売電力料などを加えた売上高は，１兆4,649億円となった。なお，営業損益は323億円の損失となった。 

［情報通信事業］ 

 売上高は230億円，営業利益は19億円となった。 

［エネルギー・環境事業］ 

 売上高は1,040億円，営業利益は０億円となった。 

［住環境・生活関連事業］ 

 売上高は320億円，営業利益は４億円となった。 

［海外事業］ 

 売上高は35億円，営業損失は２億円となった。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は，第１四半期連結会

計期間末に比べ288億円（26.3％）増加し，1,384億円となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の収入は，1,630億円となった。これは，法人税等

の還付などによるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の支出は，1,645億円となった。これは，設備投資

などによるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の収入は，293億円となった。これは，外部資金の

調達などによるものである。 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

① 直面する経営課題を克服するための取り組み 

 柏崎刈羽原子力発電所の運転停止に伴い直面している経営各面の課題克服に向け，グループを挙げて以下

の取り組みを実施していく。 

ａ 災害に強く安全・安心な原子力発電所の構築 

 同発電所においては，引き続きプラントの健全性の確認・評価を実施するとともに，損傷した設備の復

旧工事を着実にすすめていく。また，すべての原子力発電所について，基準地震動に基づく耐震安全性の

評価を踏まえ，国の委員会等での審議・確認を得ながら，必要な耐震強化工事を確実に実施していく。さ

らに，立地地域や社会の声に真摯に耳を傾けるとともに，迅速でわかりやすい情報公開を徹底し，広く社

会のみなさまからご理解と信頼を得られるよう努力していく所存である。 
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ｂ 安定供給の確保 

 今冬の需給については，新規電源の運転開始や休止中の火力発電プラントの再稼働をすすめてきたこと

により，必要な供給力は確保できる見通しであるが，引き続き既設電源や電力流通設備の着実な運転・保

守，燃料の確実な調達などを実施し，安定供給の確保に万全を期していく。 

ｃ 徹底した費用削減の実行 

 厳しい収支状況を乗り切るため，グループ全体で取り組んできた原価低減方策を一層徹底するととも

に，新技術・新工法を活用した工事の実施や業務の標準化など，あらゆる分野において従来の発想にとら

われない抜本的な費用削減策を実行し，グループ全体で1,000億円を超えるコストダウンをめざしてい

く。 

② 一層強じんな企業体質を構築するための取り組み 

 一層強じんな企業体質を持つ新しい東京電力グループを構築するため，上記の取り組みを恒常的なものと

することに加え，以下の主要施策を引き続き推進していく。 

ａ 社会の信頼を得る 

 社会のみなさまからの信頼は，グループの持続的な成長の基盤である。このため，発電設備に係るデー

タ改ざん等の問題に対する再発防止対策である「しない風土」，「させない仕組み」，「言い出す仕組

み」の充実，強化に引き続き取り組むなど，企業倫理・法令の遵守を徹底していく。また，新潟県中越沖

地震の経験を踏まえ，緊急事態発生時の体制を絶えず検証・改善するとともに，平常時のリスク管理活動

の充実に取り組んでいく。 

 一方，柏崎刈羽原子力発電所の運転停止の影響などにより，当社のＣＯ２排出量は増加している。こう

した状況のなか，当社としては，原子力発電の安全・安定運転，火力発電における熱効率の向上，自然エ

ネルギーの開発・普及促進，京都メカニズムを活用した炭素クレジットの取得などあらゆる取り組みを積

極的にすすめ，ＣＯ２排出原単位を平成20～24年度の５年間平均で平成２年度比20％削減するという自主

目標の達成に向け，最大限の努力を続けていく。 

ｂ 競争を勝ち抜く 

 お客さまから選ばれ続ける企業であるため，経済性，省エネルギー性に優れ，環境にもやさしい電化機

器・システムをおすすめするなど，お客さまに最適なサービスを提供する販売営業活動を着実かつ効果的

に推進していく。具体的には，法人・大口のお客さまに対しては，蓄熱システムや高効率熱源機等の活用

により，空調・給湯・厨房需要，生産工程の熱需要などにおける電化を推進していくとともに，ガス販売

やエネルギー関連設備の施工，運転・保守などを組み合わせたトータルソリューションサービスの提供に

努めていく。家庭用のお客さまに対しては，ＩＨクッキングヒーターやエコキュートなど，安心で便利な

電化機器・給湯システムを活かしたオール電化住宅をおすすめしていく。 

ｃ 人と技術を育てる 

 グループ全体の緊密なコミュニケーションを通じて一層の職場活性化や人材育成に取り組むことによ

り，事業発展の基盤を強固なものとしていく。また，電気事業を支える技術・技能の維持継承・強化に努

めるとともに，安定供給や安全確保，コストダウン，環境保全などを柱とした技術開発を推進していく。 

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は，3,390百万円である。 

 なお，当第２四半期連結会計期間において，研究開発活動の状況に重要な変更はない。 
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第３【設備の状況】 

(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において，主要な設備に重要な異動はない。 

(2）設備の新設，除却等の計画 

 前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設，除却等について，当第２四半期連結会計期

間に重要な変更はない。また，当第２四半期連結会計期間に新たに確定した重要な設備の新設，除却等の計画はな

い。 

 なお，前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の当第２四半期連結会計期間における完成分

は次のとおりである。 

（発電設備） 

 （注） 富津４号系列の全発電設備完成時の出力は，1,520,000ｋＷである。 

区分 名称 出力（ｋＷ） 着工 運転開始 

火力 富津４号系列 507,000 平成10年３月 平成20年７月 
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第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3) 【ライツプランの内容】 

 該当事項なし。 

(4) 【発行済株式総数，資本金等の推移】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,800,000,000 

計 1,800,000,000 

種類 
第２四半期会計期間末現在
発行数（株） 

（平成20年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成20年11月13日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 1,352,867,531 同左 

東京証券取引所 
（市場第一部） 
大阪証券取引所 
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 1,352,867,531 同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金残高
（百万円） 

平成20年７月１日～ 

平成20年９月30日 
－ 1,352,867 － 676,434 － 19,014 
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(5) 【大株主の状況】 

 （注） アライアンス・バーンスタイン株式会社（提出者）ほか共同保有者による大量保有報告書（平成19年11月６日

付）の変更報告書（平成20年10月６日付）により，平成20年９月30日現在，共同保有者２名でそれぞれ以下の

とおり株式を所有している旨の報告を受けているが，当社として所有株式数の確認ができないため，上記大株

主の状況には含めていない。 

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目13番１号 55,001 4.07 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 52,800 3.90 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 48,540 3.59 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 44,573 3.29 

東京都 東京都新宿区西新宿２丁目８番１号 42,676 3.15 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４
Ｇ） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 40,888 3.02 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 35,927 2.66 

株式会社みずほコーポレート
銀行 

東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 25,467 1.88 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 18,684 1.38 

東京電力従業員持株会 東京都千代田区内幸町１丁目１番３号 16,313 1.21 

計 － 380,872 28.15 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アライアンス・バーンスタイ
ン・エル・ピー 

1345 Avenue of the Americas，New York,
New York 10105，U.S.A. 52,245 3.86 

アライアンス・バーンスタイ
ン株式会社 

東京都千代田区大手町１丁目５番１号 1,699 0.13 
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(6) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が57,500株含まれている。また，「議

決権の数」欄に，同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数575個が含まれている。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか，株主名簿上は当社名義となっているが，実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の

数10個）ある。 

なお，当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の普通株式に含まれている。 

２【株価の推移】 

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 東京証券取引所（市場第一部）の株価による。 

平成20年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式 2,615,100

－ －
（相互保有株式）

普通株式 2,606,400

完全議決権株式（その他） 
普通株式

1,339,391,400 
13,393,914 －

単元未満株式 普通株式 8,254,631 － 
１単元（100株）
未満の株式 

発行済株式総数 1,352,867,531 － －

総株主の議決権 － 13,393,914 －

平成20年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

東京電力株式会社 
東京都千代田区内幸
町１丁目１番３号 2,615,100 － 2,615,100 0.19 

株式会社関電工 
東京都港区芝浦４丁
目８番33号 2,369,800 － 2,369,800 0.18 

東光電気株式会社 
東京都千代田区有楽
町１丁目７番１号 236,600 － 236,600 0.02 

計 － 5,221,500 － 5,221,500 0.39 

月別 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,855 2,710 2,785 2,975 3,170 3,280 

最低（円） 2,615 2,480 2,480 2,660 2,915 2,575 
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３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後，当四半期報告書の提出日までにおいて，役員の異動はない。 
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第５【経理の状況】 
１．当社の四半期連結財務諸表は「四半期連結財務諸表の用語, 様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号，以下「四半期連結財務諸表規則」という）に準拠し「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）

に準じて作成している。 

２．当社は，金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について，新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

固定資産 注１，２  12,603,958 注１，２  12,697,550

電気事業固定資産 8,222,745 8,351,375

水力発電設備 780,381 800,542

汽力発電設備 1,122,278 1,113,932

原子力発電設備 659,116 676,701

送電設備 2,317,279 2,370,923

変電設備 915,515 941,022

配電設備 2,224,491 2,243,397

業務設備 178,709 180,547

その他の電気事業固定資産 24,972 24,306

その他の固定資産 540,642 532,584

固定資産仮勘定 634,442 659,639

建設仮勘定及び除却仮勘定 634,442 659,639

核燃料 914,350 921,845

装荷核燃料 145,696 152,736

加工中等核燃料 768,653 769,108

投資その他の資産 2,291,776 2,232,104

長期投資 624,020 646,386

使用済燃料再処理等積立金 529,144 517,942

繰延税金資産 534,755 461,737

その他 604,463 606,570

貸倒引当金（貸方） △607 △531

流動資産 1,074,959 981,505

現金及び預金 174,560 154,625

受取手形及び売掛金 480,540 388,705

たな卸資産 注３  269,943 注３  182,181

繰延税金資産 35,386 34,760

その他 118,121 224,242

貸倒引当金（貸方） △3,593 △3,010

合計 13,678,917 13,679,055
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日) 

負債及び純資産の部   

固定負債 8,857,618 8,602,627

社債 4,837,652 4,697,415

長期借入金 1,593,165 1,458,826

退職給付引当金 420,797 430,930

使用済燃料再処理等引当金 1,240,903 1,243,524

使用済燃料再処理等準備引当金 23,959 20,524

原子力発電施設解体引当金 482,218 475,170

災害損失引当金 149,718 164,528

その他 109,201 111,707

流動負債 2,272,630 2,363,566

1年以内に期限到来の固定負債 783,686 847,180

短期借入金 385,088 382,223

支払手形及び買掛金 418,075 390,726

未払税金 59,378 58,216

子会社事業整理損失引当金 1,600 1,600

その他 624,800 683,618

特別法上の引当金 17,305 17,406

渇水準備引当金 17,305 17,406

負債合計 11,147,555 10,983,600

株主資本 2,476,026 2,626,188

資本金 676,434 676,434

資本剰余金 19,135 19,126

利益剰余金 1,787,942 1,937,814

自己株式 △7,486 △7,187

評価・換算差額等 12,970 27,574

その他有価証券評価差額金 28,400 37,527

繰延ヘッジ損益 △10,731 △12,895

土地再評価差額金 △3,651 △3,647

為替換算調整勘定 △1,046 6,589

少数株主持分 42,365 41,692

純資産合計 2,531,362 2,695,455

合計 13,678,917 13,679,055
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年９月30日まで) 

営業収益 2,870,229

電気事業営業収益 2,709,044

その他事業営業収益 161,185

営業費用 注１  2,994,757

電気事業営業費用 2,844,276

その他事業営業費用 150,480

営業損失（△） △124,528

営業外収益 39,061

受取配当金 6,355

受取利息 10,806

持分法による投資利益 11,230

その他 10,668

営業外費用 79,007

支払利息 69,805

その他 9,201

四半期経常収益合計 2,909,290

四半期経常費用合計 3,073,765

経常損失（△） △164,474

渇水準備金引当又は取崩し △100

渇水準備引当金取崩し（貸方） △100

税金等調整前四半期純損失（△） △164,373

法人税、住民税及び事業税 10,079

法人税等調整額 △67,478

法人税等合計 △57,399

少数株主利益 2,392

四半期純損失（△） △109,366
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(平成20年７月１日から 
 平成20年９月30日まで) 

営業収益 1,550,783

電気事業営業収益 1,464,822

その他事業営業収益 85,960

営業費用 注１  1,579,684

電気事業営業費用 1,496,639

その他事業営業費用 83,044

営業損失（△） △28,901

営業外収益 19,443

受取配当金 1,133

受取利息 6,776

持分法による投資利益 5,618

その他 5,915

営業外費用 38,765

支払利息 35,111

その他 3,653

四半期経常収益合計 1,570,226

四半期経常費用合計 1,618,449

経常損失（△） △48,222

渇水準備金引当又は取崩し △1,120

渇水準備引当金取崩し（貸方） △1,120

税金等調整前四半期純損失（△） △47,102

法人税、住民税及び事業税 5,343

法人税等調整額 △20,154

法人税等合計 △14,811

少数株主利益 835

四半期純損失（△） △33,127
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年９月30日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △164,373

減価償却費 381,786

核燃料減損額 16,689

固定資産除却損 10,048

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,132

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） △2,621

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額（△は減
少）

3,434

原子力発電施設解体引当金の増減額（△は減少） 7,048

災害損失引当金の増減額（△は減少） △14,784

受取利息及び受取配当金 △17,162

支払利息 69,805

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） △11,202

長期前払費用の増減額（△は増加） 12,743

売上債権の増減額（△は増加） △92,167

たな卸資産の増減額（△は増加） △94,587

仕入債務の増減額（△は減少） 45,148

その他 △12,023

小計 127,651

利息及び配当金の受取額 16,012

利息の支払額 △70,604

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 81,643

営業活動によるキャッシュ・フロー 154,702

投資活動によるキャッシュ・フロー  

固定資産の取得による支出 △326,692

工事負担金等受入による収入 4,952

投融資による支出 △6,216

投融資の回収による収入 1,523

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△702

その他 △5,985

投資活動によるキャッシュ・フロー △333,120
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

社債の発行による収入 458,684

社債の償還による支出 △386,610

長期借入れによる収入 264,305

長期借入金の返済による支出 △124,950

短期借入れによる収入 460,861

短期借入金の返済による支出 △457,615

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 870,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △850,000

配当金の支払額 △40,435

その他 △1,168

財務活動によるキャッシュ・フロー 193,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,380

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,274

現金及び現金同等物の期首残高 125,147

現金及び現金同等物の四半期末残高 注１  138,422
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  
当第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

１．連結の範囲に関する事項

の変更 

連結子会社数 152社 

 第１四半期連結会計期間より，株式会社

ユーラスエナジー横浜（旧名称：株式会社

ウインドテック横浜），株式会社ユーラス

エナジー南十和田（旧名称：株式会社ウイ

ンドテック南十和田）及びユーラス・エナ

ジー・ノルウェー社はそれぞれ株式を取得

したことにより，連結の範囲に含めてい

る。また，バトラー・リッジ社は第１四半

期連結会計期間において持分を譲渡したこ

とにより，連結の範囲から除外している。

 当第２四半期連結会計期間より，東電ハ

ミングワーク株式会社及び羽田太陽光発電

株式会社はそれぞれ新たに設立したことに

より，連結の範囲に含めている。 

２．会計処理基準に関する事

項の変更 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

たな卸資産 

 たな卸資産は，主として，総平均法に

よる原価法によっていたが，第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 

平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い，収益性の低下に基づく簿価切下げ

を行う総平均法による原価法により算定

している。なお，この会計基準の適用に

伴う当第２四半期連結累計期間の影響は

軽微である。 
  (2）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引は，従来，通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

たが，「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号 平成19年３月30

日改正）及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号 平成19年３月30日改正）が平

成20年４月１日以後開始する連結会計年

度に係る四半期連結財務諸表から適用で

きることになったことに伴い，第１四半

期連結会計期間から同会計基準及び同適

用指針を適用し，通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。こ

の会計基準及び適用指針の適用に伴う当

第２四半期連結累計期間の影響は軽微で

ある。 

 なお，リース取引開始日が当連結会計

年度開始前のリース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については，引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 
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当第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

  (3）連結財務諸表作成における在外子会社

の会計処理に関する当面の取扱い 

 第１四半期連結会計期間より，「連結

財務諸表作成における在外子会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）が適用

されたことに伴い，連結上必要な調整を

行うこととしている。なお，同取扱いの

適用により連結上調整が必要となる重要

な項目はないことから，調整を行ってい

ない。このため，この取扱いの適用によ

る当第２四半期連結累計期間の影響はな

い。 
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注記事項 

（四半期連結貸借対照表関係） 

項目 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

  (百万円) (百万円) 

１．固定資産の工事負担金等の受入れによ

る圧縮記帳額（累計） 
357,065 353,275 

２．有形固定資産の減価償却累計額 20,290,289 19,982,955 

３．たな卸資産    

商品 4,613 14,977 

製品 426 412 

原材料 101 146 

仕掛品 27,051 17,471 

貯蔵品 237,750 149,173 

計 269,943 182,181 

４．偶発債務    

(1）保証債務    

イ 関連会社の金融機関からの借入金

に対する保証債務 
308,396 326,342 

ロ 関連会社が発行している社債に対

する保証債務 
9,597 9,597 

ハ 関連会社等が締結した契約の履行

に対する保証債務 
8,187 13,972 

ニ 従業員の持ち家財形融資等による

金融機関からの借入金に対する保証

債務 

254,642 257,678 

計 580,823 607,590 

(2）社債の債務履行引受契約に係る偶発

債務 
70,000 70,000 
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（四半期連結損益計算書関係） 

項目 
当第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

  (百万円) 

１．営業費用のうち販売費及び一般管理費

の内訳 

 電気事業営業費用（相殺消去後

2,844,276百万円，相殺消去額

△6,208百万円）に含まれる販売

費及び一般管理費の金額（相殺消

去前）は，245,885百万円であ

り，主要な費目及び金額は以下の

とおりである。 

 なお，電気事業における連結会

社間の取引に係る相殺消去は電気

事業営業費用総額で行っているこ

とから，相殺消去前の金額を記載

している。 

  給料手当 70,445 

項目 
当第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

  (百万円) 

１．営業費用のうち販売費及び一般管理費

の内訳 

 電気事業営業費用（相殺消去後

1,496,639百万円，相殺消去額

△1,978百万円）に含まれる販売

費及び一般管理費の金額（相殺消

去前）は，120,278百万円であ

り，主要な費目及び金額は以下の

とおりである。 

 なお，電気事業における連結会

社間の取引に係る相殺消去は電気

事業営業費用総額で行っているこ

とから，相殺消去前の金額を記載

している。 

  給料手当 34,305 

２．季節的変動  電気事業については，売上高に

おいて販売電力量を四半期ごとに

比較すると，第１四半期・第３四

半期と比べて，第２四半期・第４

四半期の販売電力量は，冷暖房需

要により増加し，相対的に高水準

となる。 

 また，第２四半期は，夏季のピ

ーク需要に対応する供給コストの

上昇を反映した夏季料金（７月１

日から９月30日まで）を設定して

おり，売上高に季節的変動があ

る。 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（株主資本等関係） 

当第２四半期連結会計期間末（平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち，配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

項目 
当第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

  （百万円）

１．現金及び現金同等物の四半期末残高と

四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 174,560
預入期間が３ヶ月を超
える定期預金等 

△36,544

その他の流動資産（僅
少なリスクしか負わな
い償還期限が取得日か
ら３ヶ月以内の短期投
資） 

406

現金及び現金同等物 138,422

普通株式 1,352,867千株 

普通株式 3,847千株 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 40,510 30 平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年10月31日 

取締役会 
普通株式 40,507 30 平成20年９月30日 平成20年11月28日 利益剰余金 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

２．各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等 

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで） 

 全セグメントの売上高の合計に占める本邦の割合が90％超であるため，四半期連結財務諸表規則第15条第２

項に基づきその記載を省略している。 

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで） 

 海外売上高の合計は，連結売上高の10％未満であるため，四半期連結財務諸表規則第15条第３項に基づきそ

の記載を省略している。 

  

電気事業 

（百万円） 

情報通信事
業 

（百万円） 

エネルギ
ー・環境事
業 
（百万円） 

住環境・生
活関連事業 

（百万円） 

海外事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 

1,464,822 11,412 58,737 12,507 3,302 1,550,783 － 1,550,783 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

134 11,636 45,357 19,526 261 76,915 △76,915 － 

計 1,464,956 23,048 104,095 32,033 3,564 1,627,698 △76,915 1,550,783 

営業利益又は営業損失 

（△） 
△32,391 1,913 69 419 △292 △30,281 1,379 △28,901 

  

電気事業 

（百万円） 

情報通信事
業 

（百万円） 

エネルギ
ー・環境事
業 
（百万円） 

住環境・生
活関連事業 

（百万円） 

海外事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

売上高                 

(1）外部顧客に対する
売上高 2,709,044 21,501 104,608 26,698 8,376 2,870,229 － 2,870,229 

(2）セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

281 21,786 95,634 38,553 493 156,750 △156,750 － 

計 2,709,326 43,287 200,242 65,252 8,870 3,026,980 △156,750 2,870,229 

営業利益又は営業損失 

（△） 
△138,570 1,948 5,701 3,521 1,399 △125,999 1,471 △124,528 

事業区分 事業の内容 

電気事業 電気の供給 

情報通信事業 電気通信事業，コンピュータ機器による情報処理，コンピュータのソフト

ウェアの開発及び保守，有線テレビジョン放送事業，コンピュータ・電気

通信設備等の設置場所賃貸及び保守・管理・運営 

エネルギー・環境事業 ガス供給事業，エネルギー設備サービス事業，発電設備等の補修工事，環

境保全設備等の運転・保守，送電・変電設備等の保守，配電設備の設計・

保守，原油及び石油製品の販売，電力量計の修理・調整，熱供給事業，貨

物自動車運送事業 

住環境・生活関連事業 不動産の賃貸借・管理，展示館・ショウルーム等の運営・管理 

海外事業 海外コンサルティング事業，海外事業への投資，海外における発電事業 
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（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については，潜在株式が存在せず，また，１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。 

２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は，以下のとおりである。 

２【その他】 

 平成20年10月31日開催の取締役会において，第85期中間配当に関し，次のとおり決議した。 

項目 
当第２四半期連結会計期間末 

（平成20年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 

１株当たり純資産額     1,845円04銭 1,967円03銭 

項目 
当第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

１株当たり四半期純損失（△）   △81円07銭 △24円56銭 

項目 
当第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

四半期純損失（△）（百万円） △109,366 △33,127 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円） △109,366 △33,127 

普通株式の期中平均株式数（千株） 1,349,078 1,349,045 

配当財産の種類及び帳簿価額の総額 

  

金銭による配当 

総額 40,507,570,320円 

株主に対する配当財産の割当に関する事項 １株につき  30円 

中間配当がその効力を生ずる日 平成20年11月28日 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成２０年１１月１２日

東京電力株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 池上 玄   印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 岡村 俊克  印 

 
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 白羽 龍三  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京電力株式

会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１

日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ 

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京電力株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

連結財務諸表に添付する形で別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。 
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